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（消費者庁）
○ 消費者教育コーディネーターや担い手の育成、関係者の連携、相互の学びを促進していくことが課題。
○ 地域における消費者教育の推進体制として、地域協議会の設置、推進計画の策定は都道府県・政令市で取組が
進んでおり、中核市での推進が課題。地域の被害防止の取組として、見守りネットワークの構築も推進。担い手である
地域サポーターが、見守り活動や地域の中での啓発・教育活動に取り組んでいる地域もある。

○ 地方公共団体で取組の評価指標として、KPIを設けている例がある。国のKPIでは、消費生活意識調査の結果を用
いている。行動できる消費者の割合を上げていく必要がある。

○ 消費者教育ポータルサイトで教材や取組等の周知を行っている。取組事例の拡充や改善を図っていく必要がある。
○ モデルプロジェクトとして、若手従業員向け研修プログラムの普及・活用促進のため、モデル研修を６か所で実施。
研修プログラムの活用方法やモデル研修の実施結果を取りまとめた「活用マニュアル」を作成。

【地域における体系的な消費者教育の推進について】

（文部科学省）
○ 教育委員会や消費者行政部局、企業、大学、NPO、地域の関係者などの多様な主体が連携・協働することにより、
実践的で効果的な消費者教育を実施するためのモデル構築事業を実施。

○ 学校や地域において消費者団体等をはじめ様々な主体の連携・協働による「消費者教育フェスタ」を開催。
○ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な推進（コミュニティ・スクールでの消費者教育の取組事例）

（大槻委員（京都府）、城戸委員（岡山市））
○ 推進計画（行動計画）を策定し、消費者教育の機会拡大として中学校における取組支援、担い手の育成・支援とし
てコンシューマーボランティアの養成、若年者と事業者との交流の場の提供等を実施。

○ 推進計画を策定し、成年年齢引下げ、エシカル消費の普及、DX推進等への対応を図り、KPIを設定。見守りネットワー
クにおける消費者教育（啓発）、大学等との連携による消費者教育（エシカル消費の普及）を実施。

○ 都道府県と市町村の役割分担（連携や情報交換）としては、成年年齢引下げの関係では高校への消費者教育に重
点を置き、所管する県教育委員会と連携。小中学校には、市町村の消費者行政部門を通じて、市町村の教育委員会
に通知（取組について情報提供）を行っている。政令市では、小中学校については役割分担ができているが、高校以上
は県が主に啓発し、実施していないところに出向いて講座を実施。
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（角山委員 日本社会福祉士会）
○ 自治会加入者を中心に健康相談や虐待、権利擁護等の講話を地域包括支援センターで定期的に実施しており、そ
の中で、消費者生活センターと連携をし、高齢者向けの消費者被害の講和・注意喚起を行っている。介護支援専門
員の定期的な訪問の際、消費者被害防止の注意喚起やリーフレットの配布等に取り組んでいる。

○ 消費者被害の未然防止のための消費生活センター等関係機関と組織的な連携が不十分。研修会等を通じて連携
強化を図り、社会福祉士会への案内の仕方の見直しが必要。消費生活センター等で作成した事例や教材等の周知
や利用者への啓発強化が課題。

【地域における体系的な消費者教育の推進について】

（中野委員 日本PTA全国協議会）
○ 子育て世代の保護者、教職員に研修会を全国で実施しているが、消費者教育をテーマとしてやっているものは少ない。
子育て、PTA運営、地域と学校の連携、コミュニティ・スクール、いじめ、不登校のテーマが多数を占めるのが実情。全国
から集まる会議、研究会・研修会で、消費者教育をテーマとして選択できるよう情報発信が必要。
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（第40回配布資料の内容に更新）

（消費者庁）
○ 消費者教育コーディネーターや担い手の育成、関係者の
連携、相互の学びを促進していくことが課題。

○ 地域における消費者教育の推進体制として、地域協議
会の設置、推進計画の策定は都道府県・政令市で取組
が進んでおり、中核市での推進が課題。地域の被害防止
の取組として、見守りネットワークの構築も推進。担い手で
ある地域サポーターが、見守り活動や地域の中での啓発・
教育活動に取り組んでいる地域もある。

○ 地方公共団体で取組の評価指標として、KPIを設けてい
る例がある。国のKPIでは、消費生活意識調査の結果を
用いている。行動できる消費者の割合を上げていく必要が
ある。

○ 消費者教育ポータルサイトで教材や取組等の周知を行っ
ている。取組事例の拡充や改善を図っていく必要がある。

○ モデルプロジェクトとして、若手従業員向け研修プログラム
の普及・活用促進のため、モデル研修を６か所で実施。
研修プログラムの活用方法やモデル研修の実施結果を取
りまとめた「活用マニュアル」を作成。
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（学校と地域の連携）
• 地域学校協働活動推進員に消費者教育を理解していただいて、学校と地域をつなげていく活動ができる
とよい。全国的な組織で消費者教育の研修をする機会があると効果的。（文部科学省補足：個人向け
の研修は県単位の教育委員会で実施しており、国としては全国フォーラムを開催して取組事例の紹介など
を実施。）

（職域での取組）
• 企業の新入社員研修など全体で行われる研修に消費者教育の内容を組み込めるのは30分から１時間
程度。消費者対応部門が人事部門と協力して無理やり実施している状況。研修の実施・普及が課題。

• 企業側に利益等のメリットがないという報告があったが、コンプライアンス研修や人権研修など、直接利益に
結びつかない研修も多くの企業で取り入れている。消費者教育の研修制度があるという認知がまだ弱いと
いうところが課題。実施の際にメディアを誘致するなど、報道で認知を取っていくことも必要。

（都道府県と市町村の役割分担）
• 都道府県と市町村との間での役割分担として、基本方針に基づいて、都道府県が市町村の実態を見な
がらリソースの面でカバーしていくことが期待される。自治体の状況や地域の特色を踏まえた推進が必要。

（担い手の育成）
• コンシューマーボランティアの養成は素晴らしい活動。大学生等の若者が出前授業・講座をできるように、
行政職員や相談員、大学の教員が指導・アドバイスを行っており、活動のサポートが必要。

【地域における体系的な消費者教育推進の課題】
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【地域における体系的な消費者教育推進の課題】
（消費者力の育成・強化）
• VR教材は臨場感があり事例を学ぶのに適切な教材。
• 体験を通して実感を伴って学ぶ教材を授業で活用していくことが大切。生徒に必要な力をつけるため、地
域資源を生かし、学校と地域とのつながり方を考えることが必要。

• コンテンツが少ないので充実が必要。復習もVR動画内でできるとよい。接続台数が増えれば講座で活用
しやすい。

• （授業や講座の）時間的制約があるので、各VR教材を並行してグループで視聴できるとよい。

（教材・取組事例等の情報共有）
• 教材づくりの負荷を減らすため、生成AIの活用や、全国で共通して使える教材と、地域ごとに必要な教
材を区分して効率化・合理化を図れるとよい。

• 学校でのカリキュラムマネジメントに関する教材や取組事例の資料が少ない、充実が必要。
• 家庭科と社会科の連携について、現状の把握と連携促進に向けた工夫が必要。
• ワードなどの加工可能なデータの提供により、教員が自分の授業の中で加工をしたり、部分的な活用が
柔軟にできるとよい。

• 他者（社会）へ働きかける力について、関係する教育での取組事例・教材提供等があるとよい。
• 各地でのいい実践事例を整理し、実践に必要な準備段階の情報等の共有もあるとよい。

（関係団体との連携）
• 勤労世代が一番消費者教育を届けにくい世代。PTAを通じて親への研修の機会があると有効。お金に
対する教育は保護者も関心が高いので、子育てに関連してお金の使い方講座を実施したり、防災、
SDGs、食育等に消費者の責任の視点を加えた消費者教育の講座ができるとよい。

• 学校の授業以外、コミュニティ・スクールやPTA、福祉の担い手の方への講師派遣等、関係団体の連携
が一層必要。 26


